
鹿屋市告示第 148 号

  鹿屋市遠方分娩施設出産応援助成金交付要綱の一部を改正する要綱を次の

ように定めた。

鹿屋市長　　郷　原　　拓　男

決 裁

令 和 8 年 4 月 1 日

令 和 8 年 3 月 31 日



鹿屋市遠方分娩施設出産応援助成金交付要綱の一部を改正する要綱 

鹿屋市遠方分娩施設出産応援助成金交付要綱（令和７年鹿屋市告示第183号）の

一部を次のように改正する。 

第１条中「妊婦」を「妊産婦等」に改め、「妊娠・出産」の次に「・子育て」を

加える。 

第２条第３号中「妊婦１人につき、当該妊婦」を「妊産婦又は乳幼児（以下「妊

産婦等」という。）１人につき、当該対象者」に、「周産期母子医療センター」を

「周産期母子医療センター等」に改める。 

第３条第１号中「妊婦」を「妊産婦等」に改め、同条第２号を次のように改める。 

(2) 医学的な理由等により、周産期母子医療センター等で健康診査及び分娩する

必要がある妊産婦等であって、住所地から最も近い周産期母子医療センター等

（当該妊産婦等の受入が可能な周産期母子医療センター等に限る。以下同じ。）

までおおむね60分以上の移動時間を要する者 

第３条の次に次の１条を加える。 

第３条の２ 助成金の種類は、次に定めるものとする。 

(1) 妊婦健康診査にかかる分娩取扱施設への交通費 

(2) 出産時の入院にかかる分娩取扱施設への交通費及び宿泊費 

(3) 産婦健康診査にかかる分娩取扱施設への交通費 

(4) １か月児健康診査及び乳児（９－11か月児）健康診査にかかる周産期母子医

療センター等への交通費 

第４条第１号中「（タクシーを除く。）」を削り、同条に次の２号を加える。 

(3) 産婦健康診査にかかる分娩取扱施設への交通費 公共交通機関（タクシーを

除く。）又は自家用車での移動手段により移動した場合は、条例に準じて算出

した額（公共交通機関の利用の場合は、実費を上限とする。）に0.8を乗じて

得た額とし、助成の回数は２回を上限とする。 

(4) １か月児健康診査及び乳児（９－11か月）健康診査にかかる周産期母子医療

センター等への交通費  公共交通機関（タクシーを除く。）又は自家用車で

の移動手段により移動した場合は、条例に準じて算出した額（公共交通機関の

利用の場合は、実費を上限とする。）に0.8を乗じて得た額とし、助成の回数

は各１回を上限とする。 



第５条第１項中「（以下「申請者」という。）は、」の次に「鹿屋市行政手続等

における情報通信の技術の利用に関する条例（平成18年鹿屋市条例第224号）に規

定する電子情報処理組織（以下「電子情報処理組織」という。）による申請又は」

を加え、同条第２項中「出産日以降から行うことができるものとし、申請期限は出

産日の翌日から起算して６か月経過する日の属する月の末日までとする。」を「次

のとおりとする。」に改め、同項に次の各号を加える。 

(1) 第３条の２第１号、第２号及び第３号で示す区分については、出産日以降か

ら行うことができるものとし、申請期限は出産日の翌日から起算して６か月経

過する日の属する月の末日までとする。この場合において、申請者は対象者本

人とする。 

(2) 第３条の２第４号で示す区分については、受診日以降から行うことができる

ものとし、申請期限は受診日の翌日から起算して６か月経過する日の属する月

の末日までとする。この場合において、申請者は同居する養育者とする。 

第６条第１項中「決定し、」の次に「電子情報処理組織による処分通知又は」を

加え、同条第３項中「取り下げ」を「取下げ」に改める。 

 別記第１号様式及び別記第２号様式を次のように改める。 

  



別記 

第１号様式（第５条関係） 

  



 

  



第２号様式（第６条関係） 

 

  



附 則 

この要綱は、令和８年４月１日から施行する。 

 


